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６ 府有財産売買契約書（案） 
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府有財産売買契約書（案） 

 売払人 大阪府（以下「甲」という。）と買受人 ●●（以下「乙」という。）は、平成 27年度

府営住宅用地活用事業一般競争入札（第１回）実施要領（以下「実施要領」という。）に

基づき、次のとおり府有財産の売買契約を締結する。 

 

※買受人「乙」が共同入札による落札者である場合は、前文の末尾に次の一文を追記

する 

 

「なお、乙の各々は本件にかかる債務を連帯して負い、かつ、記載順位第一位の者

が、甲への債務の一切を代表する。」 

 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（売買物件） 

第２条 売買物件は、末尾記載のとおりとする。 

 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金＊＊＊，＊＊＊，＊＊＊円とする。 

 

※建物付土地を売買するときは、次のとおりとする。 

 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金＊＊＊，＊＊＊，＊＊＊円（うち、消費税及び地方消費税額

金＊＊＊，＊＊＊円）とする。 

 

 

（支払方法） 

第４条 乙は、前条に定める売買代金をこの契約締結と同時に、甲が発行する納入通知

書等により、甲に支払わなければならない。 

 

（所有権の移転及び登記嘱託） 

第５条 売買物件の所有権は、乙が売買代金の支払いを完了したときに、乙に移転した

ものとする。 

２ 甲は、前項の規定により売買物件の所有権が移転した後、その所有権移転の登記

及び第 18 条に定める買戻特約の登記を嘱託するものとする。 

３ 乙は前項の登記に必要な書類等を、予め甲に提出するものとする。 
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（物件の引渡し） 

第６条 甲は、前条第１項の規定により売買物件の所有権が移転したことをもって現状有

姿のまま売買物件を乙に引渡したものとする。 

２ 甲と乙は、前項による引渡しが行われたとき、直ちに当該物件の引渡しを確認する書

面を交わすものとする。 

 

（担保責任） 

第７条 乙は、この契約締結後、売買物件に数量の不足その他かくれたかし
．．
のあることを

発見しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることがで

きない。ただし、乙が消費者契約法(平成 12 年法律第 61 号)第２条第１項に規定する

消費者である場合にあっては、この限りではない。 

 

（土地利用条件） 

第８条 乙は、売買物件を「○○○」の用途に供しなければならない。 

２ 乙は末尾添付の土地利用条件を遵守しなければならない。 

３ 乙は、事業の着手に先立ち、実施要領に定める土地利用条件に適合していると甲の

確認を受けた土地利用計画について、計画を変更しようとするときは、甲の承認を受

けなければならない。 

４ 乙は、この契約締結の日から起算して、５年以内に第１項に定める建築物（以下「建

築物」という。）の建築を完了しなければならない。ただし、やむを得ない事由により、乙

が甲と協議し、甲の承認を得た場合はこの限りでない。 

 

（公害等の防止） 

第９条 乙は、電波障害、騒音、風害及び日照阻害等の防止に留意するとともに、自ら

の責任において必要な措置を講じなければならない。 

 

（上下水道等） 

第 10条 乙は、上・下水道、電気、ガス及び電話等の供給を受ける際は、各々の供給者

及び管理者等と協議の上、自らの負担により責任を持って工事等を行わなければなら

ない。 

 

（地元協議等） 

第 11 条 乙は、建築物の建築にあたって、関係機関及び近隣住民等地元関係者との

協議、調整等を自らの責任で行わなければならない。 

 

（権利の設定等） 

第 12 条 乙は、売買物件及び売買物件に建築された建築物について、第８条第１項に

定める利用のため、自己の居住の用に供する者に譲渡（以下「分譲」という。）する場

合を除き、地上権、質権、賃借権その他使用収益を目的とする権利の設定、又は売
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買、贈与、交換、出資等による所有権の移転をしてはならない。ただし、やむを得ない

事由により、乙が甲と協議し、甲の承諾を得た場合はこの限りでない。なお、乙が建築

確認又は開発許可を受けた後に販売活動を行うことを甲は妨げない。 

２ 乙は、第三者によって売買物件に抵当権その他の担保権を設定させようとするときは、

甲の承諾を得なければならない。 

 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第 13 条 乙は、この契約締結の日から５年間、暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律(平成３年法律第 77 号)第２条第２号に規定する暴力団若しくは法律の規

定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の

事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知

りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸してはならない。 

 

（実地調査等） 

第 13条の２ 甲は、前条に定める義務の履行状況を確認するため、随時に実地調査し、

乙に対し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、

その調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはなら

ない。 

 

（実地調査及び報告義務） 

第 14 条 甲は、乙が分譲するまでの間、売買物件について随時その使用状況を実地に

調査できるものとし、乙はこれに応じなければならない。 

２ 乙は、売買物件に関して次のいずれかに該当するときは、その都度、甲にその状況を

速やかに報告しなければならない。 

(1) 都市計画法第 29 条の規定による開発行為の許可に係る申請を行ったとき及び

許可（以下「開発許可」という。）を受けたとき 

(2) 都市計画法第 36 条第 1 項の規定による開発行為が完了する旨を届け出る予定

日の概ね 1 ヶ月前及び同条第 2項の規定による開発許可の内容に適合している旨

の検査済証（以下「開発検査済証」という。）の交付を受けたとき 

※共同住宅を建築するときには、次の(3)と(4)を追記する。 

(3) 建築基準法第 6 条第 1 項又は第 6 条の 2 第 1 項の規定による計画の建築基準

関係規定に適合する旨の確認済証（以下「建築確認済証」という。）の交付を受けた

とき 

(4) 建築基準法第 7 条第 5 項又は第 7 条の 2 第 5 項の規定による建築物及び敷地

の建築基準関係規定に適合する旨の検査済証の交付を受けたとき 

 

（違約金） 

第 15 条 乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、甲の請求によりそれぞれ各号に

定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。 

(1) 第 13 条の２に定める義務に違反したときは、金（売買代金の１割）円 
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(2) 第 13 条に定める義務に違反したときは、金（売買代金の３割）円 

(3) 第 16 条第１号から第６号に該当することが判明したときは、金（売買代金の３割）

円 

２ 前項の違約金は第 23 条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 

（契約の解除） 

第 16 条 甲は、乙が分譲するまでの間に次のいずれかに該当することが明らかになった

場合は、この契約を解除することができる。 

(1) 実施要領で定める参加資格を偽る等、不正な行為によりこの契約を締結したとき 

(2) 破産、民事再生、会社更生又は特別清算等の手続き開始の申立て（自己申立て

を含む。）等があったとき 

(3) 法人が合併され、又は解散した場合で、甲と乙の協議によってもこの契約に定め

る義務が履行される見込みがないとき 

(4) 乙が、大阪府暴力団排除条例第２条第２号及び第４号の規定に該当する者と認

められるとき。 

(5) 第８条（土地利用条件）の定めに違反したとき 

(6) 第 12 条（権利の設定等）の定めに違反したとき 

(7) 前各号のほか、この契約に定める義務を履行しないとき 

 

（買戻しの特約） 

第 17 条 甲は、前条の定めにより契約を解除したときは、売買物件を買戻すことができ

る。 

２ 前項の期間は、この契約締結の日から５年間とする。 

 

（買戻しの登記） 

第 18 条 甲及び乙は、この契約に基づく所有権移転登記と同時に、前条第１項に定め

る買戻特約の登記を行う。 

 

（買戻しの登記の抹消） 

第 19条 乙は、次の各号のひとつに該当する場合で、第 17条に定める買戻しの特約を

解除する必要がある場合は、次項に定める書面をもって甲に申請し、甲の承認を受け

なければならない。 

(1) 開発許可を受けた開発行為において公共施設の用に供する土地を帰属するとき 

(2) 開発許可にかからない場合にあって公共施設の用に供する土地について寄付等

をするとき 

(3) 戸建住宅のみを建築する計画である場合で、開発検査済証の交付を受け、各区

画の分筆登記が完了したとき 

(4) 建築確認済証の交付を受けて工事に着手するとき 

(5) 開発許可にかからない場合にあって分譲するとき 

２ 前項の書面は次の各号のとおりとする。 
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(1) 前項第 1号に該当する場合 都市計画法第 35条第 2項の規定による開発許可

の通知の写し、開発許可を受けた際の土地利用計画図、帰属する土地の土地記

載事項全部証明書等及び地積測量図 

(2)  前項第 2 号に該当する場合 寄付することを証する書類、寄付する土地の土地

記載事項全部証明書等及び地積測量図 

(3) 前項第 3 号に該当する場合 開発検査済証の写し、各区画の土地記載事項全

部証明等及び地積測量図 

(4) 前項第 4 号に該当する場合 建築確認済証の写し 

(5) 前項第 5号に該当する場合 分譲にかかる土地売買契約書及び乙を相手方とす

る建築工事請負契約書 

(6) 前各号に加え、第 8 条の土地利用条件を満たしていることを確認するために必要

な書類 

(7) 公図の原本 

３ 乙が第 1項の買戻し特約の解除の承認を受けた場合は、甲は第 17条第 2項に定め

る買戻しの期間満了前であっても、乙からの申請により、買戻特約を抹消するものとす

る。ただし、第 1項第 1号もしくは同第２号に該当する場合にあっては、帰属もしくは寄

付等をする土地についてのみ買戻特約を抹消するものとする。 

 

（返還金等） 

第 20 条 甲は、甲がこの契約を第 16 条の定めにより契約を解除したとき（以下「契約を

解除したとき」という。）は、乙が第 21条に定める義務を完全に履行した後、乙が第３条

の定めにより支払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金には利息は付さな

い。 

２ 甲が契約を解除したときは、乙は自らが負担した契約の費用及び売買物件に支出し

た必要経費、有益費その他一切の費用を甲に請求することができない。 

 

（原状回復） 

第 21条 乙は、甲が契約を解除したときは、甲の指定する期日までに次の各号に定める

事項を実行しなければならない。 

(1) 売買物件について設定された抵当権、その他売買物件の完全な所有権の行使

を妨げる負担を消滅させること。 

  (2) 甲名義に所有権移転登記をするための登記承諾書を甲に提出すること。なお、

甲名義に所有権を移転するために必要な登記費用等は、すべて乙の負担とする。 

  (3) 売買物件に存在する乙が設置した建物及びその他の工作物等を収去し、売買

物件を第６条の引渡し時の原状に復して返還すること。ただし、甲が原状に復する

必要がないと認めたときは、乙は、甲に対し現状のまま返還することができる。 

２ 前項第３号ただし書により、売買物件を返還したときは、当該売買物件内に残置した

ものの所有権はすべて甲に帰する。なお、これにより、乙が損害を被っても甲に対して

一切の請求をすることができない。 

３ 乙は、第１項第３号ただし書の場合において、売買物件が滅失又はき損しているとき
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は、その損害賠償として、減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。ま

た、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当

する金額を甲に支払わなければならない。 

 

（使用料相当損害金） 

第 22 条 乙は、甲が契約を解除したときは、次の各号に定める使用料相当額損害金を

甲に支払わなければならない。この場合において、使用料相当額は、第３条に定める

売買代金に年率 7.4 パーセントを乗じて算出した額とする。 

(1) 第６条の定めにより売買物件の引渡しを受けた日から、甲がこの契約の解除又は

買戻権の行使を通知した日までの間の使用料相当額 

(2) 甲がこの契約の解除又は買戻権の行使を通知した日の翌日から、前条第１項に

定める義務を完全に履行して売買物件を甲に返還する日までの間の使用料相当

額 

 

（損害賠償） 

第 23条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、第 15

条に定める違約金に加えて、その損害を賠償しなければならない。 

 

（第三者に生じた損害の責任） 

第 24 条 甲が第 16 条に基づきこの契約を解除したとき及び第 17条第 1 項に基づき売

買物件を買い戻したとき、これにより乙又は第三者に損害が生じても甲はその責任を

負わない。 

 

（返還金の相殺） 

第 25条 甲は、第 20条の定めにより売買代金を返還する場合においては、次の各号の

合計額を返還金から控除して返還するものとする。なお、控除できない金額がある場

合は、乙は甲に対して別途これを支払わなければならない。 

(1) 第 15 条第 1 項に定める違約金 

(2) 第 21 条第１項第２号に定める登記費用等 

(3) 第 21 条第３項に定める損害賠償金 

(4) 第 22 条に定める使用料相当額 

(5) 第 23 条に定める損害賠償金 

 

（費用の負担） 

第 26 条 次に掲げる費用は乙の負担とする。 

(1) この契約の締結に要する費用 

(2) 所有権移転登記及び買戻権の設定登記並びに抹消登記に要する費用 

 

（収益の帰属、負担金の分担） 

第 27 条 本物件から生ずる収益の帰属及び各種負担金等の負担については、引渡日
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の前日までの分を甲が、引渡日以降の分を乙が、それぞれ分担する。 

 

（法令等の規制の遵守） 

第 28条 乙は、売買物件の法令等の規制を熟知の上、この契約を締結したものであるこ

とを確認し、当該物件を利用するに当たっては、当該法令等を遵守するものとする。 

 

（裁判管轄） 

第 29 条 この契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えの管轄は、甲の事務所の所

在地を管轄する大阪地方裁判所とする。 

 

（疑義等の決定） 

第 30条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協

議の上、これを定めるものとする。 
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 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有

する。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

 

甲  大 阪 府 

代 表 者 

  

大阪府知事    松 井 一 郎   印  

 

乙  所 在 地 

 

名 称 

  

  所 在 地 

 

名 称 

  

 

 

 

 

※買受人「乙」が共同入札による落札者である場合は、次の共有持分割合の表を追記

する 

 

           乙の共有持分割合 

買 受 人 名 称 持分割合 
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物 件 の 表 示 

○土地 

所 在 地 番 地 目 公簿面積（㎡） 実測面積（㎡） 

  番  宅地         

※各物件の所在等を記入する。 

 

 

※建物付土地を売買するときは、次の表を追記する。 

 

                                     

 

（参考）建物 

用 途 構 造 棟数 階数 建築面積（㎡） 延べ面積（㎡） 

      

※公有財産台帳に記載の数値等である。 
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[末尾添付] 

《「物件番号１「清水丘住宅西側用地」・土地利用条件》 

 

当該用地の開発にあたっては、良好な住まいとまちづくりを実現するために、周辺

環境と調和の取れた景観の形成、環境やバリアフリー、防犯・防災等の安全などに配

慮するとともに、下記の土地利用条件を遵守しなければならない。 

 

(1) 建築物の用途等 

○建築物の用途は、戸建住宅（ただし、建築基準法上、第一種低層住居専用地域内

に建築することができる用途の兼用住宅は可能とする）とすること。 

○一住戸当たりの敷地面積を60平方メートル以上とすること。 

○「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示について、住宅購入

者に制度の内容を説明し、購入者の希望に応じて、指定住宅性能評価機関による

住宅性能評価書の交付を受けること。 

 

(2) 工事に関する事項 

○工事に際しては、以下の事項を遵守すること。 

ア．工事に先立ち、計画内容等の地元説明を行うとともに、工事中の現場対応の

ため責任者と連絡先を明記した工事管理体制表を作成すること。 

イ．工事中は、特に騒音、振動を抑えるよう配慮して作業を行い、万一、周辺の

家屋等に損害を与えた場合は、補償等の適切な対応を行うこと。 

ウ．工事車両の通行にあたっては、十分な安全対策を講じるとともに、工事車両

が集中しないよう配慮すること。 

 

(3) その他 

○都市計画法、建築基準法等の関連法規及び大阪市の各種要領等を遵守すること。 
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《物件番号２「守口八雲北住宅用地」・土地利用条件》 

 

当該用地の開発にあたっては、良好な住まいとまちづくりを実現するために、周辺

環境と調和の取れた景観の形成、環境やバリアフリー、防犯・防災等の安全などに配

慮するとともに、下記の土地利用条件を遵守しなければならない。 

 

(1) 建築物の用途等 

○建築物の用途は、戸建住宅（ただし、建築基準法上、第一種低層住居専用地域内

に建築することができる用途の兼用住宅は可能とする）とすること。 

○一住戸当たりの敷地面積を70平方メートル以上とすること。守口市開発行為指導

要綱、同技術基準及び取扱要領を遵守すること。 

○「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示について、住宅購入

者に制度の内容を説明し、購入者の希望に応じて、指定住宅性能評価機関による

住宅性能評価書の交付を受けること。 

 

(2) 敷地境界に関する事項 

 ○当該地と府営住宅敷地境界について 

  ア．当該地と府営住宅用地の境界については、境界上にフェンス等を設置し、人

が出入りできない形状とすること。 

 

(3) 工事に関する事項 

○工事に際しては、以下の事項を遵守すること。 

ア．工事に先立ち、計画内容等の地元説明を行うとともに、工事中の現場対応の

ため責任者と連絡先を明記した工事管理体制表を作成すること。 

イ．工事中は、特に騒音、振動を抑えるよう配慮して作業を行い、万一、周辺の

家屋等に損害を与えた場合は、補償等の適切な対応を行うこと。 

ウ．工事車両の通行にあたっては、十分な安全対策を講じるとともに、工事車両

が集中しないよう配慮すること。 

 

(4) その他 

○都市計画法、建築基準法等の関連法規及び守口市の各種要領等を遵守すること。 
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《物件番号３「高槻芝生住宅用地」・土地利用条件》 

 

当該事業用地の開発にあたっては、良好な住まいとまちづくりを実現するために、

周辺環境と調和の取れた景観の形成、環境やバリアフリー、防犯・防災等の安全など

に配慮するとともに、下記の土地利用条件を遵守しなければならない。 

 

(1) 建築物の用途等 

○建築物の用途は、戸建住宅（ただし、建築基準法上、第一種低層住居専用地域内

に建築することができる用途の兼用住宅は可能とする）とすること。 

○一住戸当たりの敷地面積を100平方メートル以上とすること。 

○「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示について、住宅購入

者に制度の内容を説明し、購入者の希望に応じて、指定住宅性能評価機関による

住宅性能評価書の交付を受けること。  

(2) 通路等の整備に関すること 

○事業用地北側の水路沿いに、市道芝生町232号線と市道芝生町227号線とを通過で

きる東西の開発道路を整備すること。なお、水路を道路幅員に含むことはできま

せんので必要な部分に落下防止柵を設置すること。 

○事業用地北側の市道芝生町227号線について、南側の市道芝生町231号線とを直線

で通過できる南北の開発道路を整備すること。また、道路整備にあたり里道・水

路の改修を行い道路を接続させること。 

○事業用地19番5について、水路として高槻市に帰属すること。 

○事業用地北側に存置している水路橋について撤去するとともに、新たに開発道路

へ接続する水路橋を新設すること。 

○事業用地19番5東側の道路内にある既存のゴミ置き場を移設する必要があるので、

本事業用地内に必要な規模のゴミ置き場を確保すること。なお位置については周

辺の住民も使用するので現位置付近となるよう考慮すること。 

○上記に係る条件整備図を実施要領P.33に添付していますので、これを基に計画す

るとともに構造等については市関係部局と協議すること。 

(3) 工事に関する事項 

○工事に際しては、以下の事項を遵守すること。 

ア．工事に先立ち、計画内容等の地元説明を行うとともに、工事中の現場対応の

ため責任者と連絡先を明記した工事管理体制表を作成すること。 

イ．工事中は、特に騒音、振動を抑えるよう配慮して作業を行い、万一、周辺の

家屋等に損害を与えた場合は、補償等の適切な対応を行うこと。 

ウ．工事車両の通行にあたっては、十分な安全対策を講じるとともに、工事車両

が集中しないよう配慮すること。 

(4) その他 

都市計画法、建築基準法等の関連法規及び高槻市の各種条例・要領等を遵守

すること。 

 


